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Ⅱ．マクロ経済への影響

経済成長の源泉としては、労働投入量や資本投入量の増加と技術進歩等に分けるこ

とができるので、その動向を踏まえたうえでマクロ経済への影響をみていく。

１．労働力の減少

わが国の労働力人口の推移を見ると、1955年に4,194万人であったものが、総人口

の増加に伴って1998年の6,793万人まで増加を続けてきた。しかし、バブル崩壊以降

の景気悪化等の流れを受けて1998年をピークに減少に転じている。2005年は景気の拡

大もあって若干盛り返したものの6,650万人にまで減少している。

今後の労働力人口は、生産年齢人口（15歳～64歳）と労働力率の動向に依存するこ

とになるため、まずは生産年齢人口の推移でみていくと、1950年には5,017万人であ

ったところから、1995年には8,716万人にまで増加したが、2000年には8,600万人とな

っているように、調査開始以来初の減少となっている。総人口に占める割菊ミ減叙ゲ
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就業者数の急激な減少を抑お纍
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２．国債のファイナンスの問題

こうした歳出・歳入の状況を踏まえて財政の現状を見ると、公的債務の残高は、20

06年度末で775兆円程度にまで達すると見込まれており、短期の借金や特殊法人の借

金なども合わせると1,000兆円にも到達していることで、わが国の財政は破綻寸前の

状況にあるといえる。

単年度で見ても、2006年度予算案の段階でのプライマリーバランス（基礎的財政収

支）は11.2兆円の赤字であり、プライマリーバランス（国と地方）が均衡するのは20

10年度初頭の目標となっているように、政府の

７どゥん すゎ ている。
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就業者に占める団塊世代が含まれる55～59歳層の割合を見ると、製造業計で12.6
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2004年における女性の労働力人口は2,737万人Õ ,尋0舘万人お 労働臨 棽
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【提言８】 

国内需要に依存せざるを得ない非製造業は、今後増加する団塊の世代を中心とする

高齢者の需要を喚起していく必要がある。団塊の世代の潜在需要を顕在化させるた
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③就業支援活動の推進 

 一方で、こうした政策はあっ援滑 ご倥 タCニÛ侽げョ甑で獖ェ𣘺藴偉ぷ杮す距

找乩ｘ俔、お策は っㇻ橒仵佷援 ｘ講ンÑ Ｒ 憫 偂 樳
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もに、女性の意識改革も不可欠である。 

【提言１４】 

仕事と子育ての両立なくしては、少子化問題の解決はありえず、企業自らが積極的

に取り組むことが必要である。特に、両立の実現に大きな障害となっているのは男

性の働き方であり、定時帰宅や育児休暇の取得を当たり前とするなど男性従業員の

働き方・意識を変えることが不可欠である。 
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働く場を確保していくことも重要となる。さらに、新たな職域にスムーズに移行する

には定年前の早い段階から、準備を進める必要があり、会社もそれを後押しする必要

がある。 

【提言１７】 

高齢者の活躍の場については、ボランティア・ＮＰＯへの参加などまで活動領域を

広げ、その活用を図るべきである。 

 

(4)外国人労働力のバランスの取れた活用 








